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１ 進捗管理 
   市では、令和２年３月にあいとぴあレインボープラン（狛

江市第４次地域福祉計画）（以下「本計画」という。）を見直

しし、「みんなで支え合いともに暮らすまち～あいとぴあ狛

江～」を基本理念とし、この基本理念を踏まえた３つの基本

目標を設定いたしました。 
そこで、本計画の実効性を担保し着実な進展を図るため、

前年度の取組状況について、狛江市福祉基本条例第 26 条第

１項の規定により設置された狛江市市民福祉推進委員会で、

本計画の進捗状況の把握や評価を行うこととします。 
２ 本報告書の構成 

（１）進捗管理シート 
市職員が計画に位置付けられた施策及び事業を着実に実

施するとともに、当該年度における実施状況及び課題を市民

に分かりやすく説明するため、重点施策に係る事業のうち新

規及び拡充し実施する事業について、当該年度に実施したこ

とを「Do（実行）」の欄に、当該事業の実施結果を踏まえた

重点施策の評価を３（２）で示す基準に従い「Check（評価）」

の欄に、（２）で記載した課題を踏まえた当該事業の改善点

を「Act（事業を実施するに当たっての課題及び改善点）」の

欄に記載します。 
 
 

（２）委員会からの意見シート 
（１）の進捗管理シートを踏まえて、狛江市市民福祉推進

委員会からいただいたご意見を「委員会からの意見」の欄に

記載し、次年度の施策の実施に反映させてまいります。 
３ 進捗評価の方法 

平成 26 年７月に、市が策定している計画の評価基準を４段

階に統一し、取組の強化を図るべき評価の目安が示されたこと

を踏まえ、狛江市市民福祉推進委員会での議論、検討を行い、

下記のとおりの評価基準とします。 
 
（１）評価方法 

施策の方向性ごとに４段階で評価します。 
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（２）評価基準 
評価基準 評価指標 

Ａ 
当該施策に係る事業の当該年度までの年次目標の70％以上を達成できた 

（進捗している） 

Ｂ 
当該施策に係る事業の当該年度までの年次目標の40％以上70％未満を達成できた 

（現状維持） 

Ｃ 
当該施策に係る事業の当該年度までの年次目標の20％以上40％未満を達成できた 

（あまり進捗していない） 

Ｄ 
当該施策に係る事業の当該年度までの年次目標の０％以上20％未満を達成できた 

（全く進捗していない） 

 
具体的な施策の評価方法は次のとおりです。 
【例①】施策１に係る４つの事業の令和３（2021）年度の年次目標の達成状況が次のとおりであった場合 
 令和３年度の年次目標の達成状況 

令和３（2021）年度 令和４（2022）年度 令和５（2023）年度 

施策１ 事業 a 達成 達成 - 
事業ｂ 未達成 - - 
事業ｃ 未達成 - - 
事業ｄ 達成 - - 

この場合、事業 a については、令和４（2022）年度まで年次目標までの前倒しで達成していますが、この点は評価に入れません。事業ａから事業ｄまでの令和３

（2021）年度の達成率は２/４で 50％となりますので、評価はＢとなります。 
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【例②】その後、施策１に係る４つの事業の令和４（2022）年度の年次目標の達成状況が次のとおりであった場合 
 令和４年度の年次目標の達成状況 

令和３（2021）年度 令和４（2022）年度 令和５（2023）年度 

施策１ 事業 a 達成 達成 - 

事業ｂ 未達成 達成 - 

事業ｃ 未達成 未達成 - 

事業ｄ 達成 達成 - 

この場合、令和４（2022）年度までの年次目標を評価しますので、令和３（2021）年度の年次目標の達成状況も含め評価します。 
ただし、事業ｂ及び事業ｄの年次目標が単年度の年次目標であり、次年度に遡って実施できない年次目標の場合には、令和３（2021）年度の年次目標の達成

状況は評価から外します。 
その結果、事業ａから事業ｄまでの令和４（2022）年度までの達成率は４/６で 66.6％となりますので、評価はＢとなります。 

【例③】その後、施策１に係る４つの事業の令和５（2023）年度の年次目標の達成状況が次のとおりであった場合 
 令和５年度の年次目標の達成状況 

令和３（2021）年度 令和４（2022）年度 令和５（2023）年度 

施策１ 事業 a 達成 達成 達成 

事業ｂ 未達成 達成 達成 

事業ｃ 達成 達成 達成 

事業ｄ 達成 達成 未達成 

この場合、令和５（2023）年度までの年次目標を評価しますので、令和３（2021）年度及び令和４（2022）の年次目標の達成状況も含め評価します。 
ただし、事業ｂ及びｄの評価については、例②の場合と同様です。なお、事業ｃについては令和５（2023）年度に令和３（2021）年度及び令和４（2022）年度の年

次目標も達成できましたので、その点も評価に加えます。 
その結果、事業ａから事業ｄまでの令和５（2023）年度までの達成率は７/８で 87.5％となりますので、評価はＡとなります。 
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４ 進捗評価の流れ 
令和３年度の地域福祉計画の進捗管理は、次表のとおり市民福祉推進委員会において進捗評価を審議し、確定いたしました。 
 

３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 
       

 
 
 
 

     

なお、今年度の進捗管理については、庁議への報告が遅れたことから、報告書を踏まえた予算要求ができませんでした。そのため、

令和６年度から計画期間が開始される、狛江市第５次地域福祉計画に報告書の内容を反映させます。 
 

庁議 

担当課による自己評価 報告書（案）を審議 報告書(案)を確定 

報告書 

を報告 

報告書を

HP に 公

市民福祉推進

委員会② 
市民福祉推進

委員会① 



 

 

 

 

 

 

 

第１章 進捗管理シート 
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基本 
目標 

施策 Plan 
（主な事業内容（令和３年度） 担当課

2 頁3 指標 
Do 

（実行） 
Check 

（評価） 
Act 

（事業を実施するに当たっての課題及び改善点）  大 小 
１ 多様な地域生活課題に応える包括的な支援の仕組みづくり 
 (1) 新しい包括的な相談支援・サービス提供システムの構築 
  ① 【拡充】複雑化・複合化した課題に対応できる包括的な切れ目のない相談支援

体制の整備を進めます。 
Ａ 

 

  

 ａ 

重層的支援体制整備事

業の実施に向けて、分

野を超えて地域生活課

題について総合的に相

談に応じ、関係機関と

連携して複雑化・複合

化した課題を解決する

ための包括的相談支援

体制を整備します。 

福4 
58 
126 
220 

- 

重層的支援体制整備事業

実施に向けた庁内関係部

署、関係機関等との調整並

びに地域共生社会推進会

議及び市民福祉推進委員

会での検討を行った。  

関係機関等との情報共有

等を進めるため、重層的支

援体制整備事業実施マニ

ュアルを作成し、周知徹底

を図る等、事業が円滑に実

施されるようにしていく。 
地域共生社会の実現のた

めの社会福祉法等の一部

を改正する法律を踏まえ

た福祉基本条例の一部改

正を行った。 

引き続き、市民の複雑化・複

合化した支援ニーズに対応す

る包括的支援体制の構築を進

める。 

 

                                                   
2 「担当課」欄に複数課が記載されている場合は、黒背景白字が「主担当」、白背景黒字が「主担当以外の関係部署」とする。複数課

を記載する場合の順序は、狛江市組織規則（平成 20 年規則第３号）別表第１の順序とする。 
3 「頁」欄の白背景黒字が「あいとぴあレインボープラン」の参照頁、黒背景白字が「第２期 こまえ子ども・若者応援プラン」の参

照頁とする。 
4 福…福祉政策課 
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基本 
目標 

施策 Plan 
（主な事業内容（令和３年度） 

担当課 頁 指標 
Do 

（実行） 
Check 

（評価） 
Act 

（事業を実施するに当たっての課題及び改善点）  大 小 
１ 多様な地域生活課題に応える包括的な支援の仕組みづくり 
 (2) 新しい支援体制を支える環境整備 
  ① 【拡充】福祉の担い手となる人材を確保し、育成・養成するための研修等を強

化します。 
Ａ 

 

  

ａ 

福祉の担い手となる人

材を確保し、育成・養成

するための研修等を強

化します。 

福 

60 
125 
129 
130 
215 

- 

認知症予防講座の卒業生

で組織されている市内３

つの「絵本よみきかせ団

体」の実践活動の場として

こまえくぼ 1234 のフリー

スペース利用を積極的に

働きかけ、市民との交流を

図った（年 15 回）。 
 

様々な団体等と調整を行い、

地域での新しい活動の場や機

会を確保する。 

こまえくぼ 1234 で、オン

ラインを活用した手話体

験、点字体験を市民（小学

生～大人）対象に実施し

た。新しい広報紙と屋外掲

示、コマラジを活用してボ

ランティア・市民活動に関

する情報を発信した。 
 

引き続き、市民が気軽に取り

組める活動の実施及び情報の

発信をし、福祉の担い手とな

る人材を確保する。 
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基本 
目標 

施策 Plan 
（主な事業内容（令和３年度） 

担当課 頁 指標 
Do 

（実行） 
Check 

（評価） 
Act 

（事業を実施するに当たっての課題及び改善点）  大 小 
１ 多様な地域生活課題に応える包括的な支援の仕組みづくり 
 (2) 新しい支援体制を支える環境整備 
  ① 【拡充】福祉の担い手となる人材を確保し、育成・養成するための研修等を強

化します。 
  

  

ａ 

福祉の担い手となる人

材を確保し、育成・養成

するための研修等を強

化します。 

福 

60 
125 
129 
130 
215 

- 

13 名が福祉カレッジを受

講し、全員が修了した。新

たに「まちづくり活動でや

ってみたい企画のチラシ

づくり」のワークを加え、

全受講生に具体的な企画

をプレゼンしていただい

た。講座後は笑顔サービス

協力会員やあんしん狛江

の支援員、福祉有償運送、

町会等の地域活動等を始

めた方もいた。 
修了生向けの企画として

オンラインと会場のハイ

ブリッドで「外国人への支

援」をテーマとした講座を

開催した。 

 

今後は日常生活の中で、地域

の困りごとを見つけ、対象者

への声かけ、キャッチした内

容をコミュニティーソーシャ

ルワーカー(CSW)や専門機関

等へつなぐ仕組みについて検

討していく。また、全ての日

常生活圏域で、福祉カレッジ

修了生を軸に福祉のまちづく

り委員会の活動を活性化して

いく。 
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基本 
目標 

施策 Plan 
（主な事業内容（令和３年度） 

担当課 頁 指標 
Do 

（実行） 
Check 

（評価） 
Act 

（事業を実施するに当たっての課題及び改善点）  大 小 
１ 多様な地域生活課題に応える包括的な支援の仕組みづくり 

(2) 新しい支援体制を支える環境整備 
② 【拡充】コーディネート人材を確保し、コーディネート機能の強化を図ります。 Ａ  

ａ 

生活支援コーディネー

ターを中心に地域資源

を発掘し、ネットワーク

化を進めるとともに、地

域での支え合い体制の

構築を進めるコミュニ

ティソーシャルワーカ

ーを配置して、地域へ効

果的な支援を行います。

日常生活圏域（３圏域）

ごとに、地域の課題を持

ち寄り、課題を共有し、

その解決に向けて動き

出す福祉のまちづくり

委員会の設置を検討し

ます。 

福 

61 
127 
135 
221 

 

- 

コミュニティソーシャル

ワーカー（以下「CSW」

という。）による地域づく

りの一例として、地域の工

務店の野外スペースで、市

内コーヒー焙煎店の店主

と本格コーヒーを提供す

るとともに、困りごとや気

持ちを吐き出す機会とな

るカフェ企画を実施した。 
【２時間：32 名来場】 

 

令和４年度からこまえ正吉苑

エリアに CSW を配置し、市

内全ての日常生活圏域におい

て地域づくり、地域支援及び

個別支援を行っていく。 
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基本 
目標 

施策 Plan 
（主な事業内容（令和３年度） 

担当課 頁 指標 
Do 

（実行） 
Check 

（評価） 
Act 

（事業を実施するに当たっての課題及び改善点）  大 小 
１ 多様な地域生活課題に応える包括的な支援の仕組みづくり 

(2) 新しい支援体制を支える環境整備 
② 【拡充】コーディネート人材を確保し、コーディネート機能の強化を図ります。 Ａ  

ａ 

生活支援コーディネー

ターを中心に地域資源

を発掘し、ネットワーク

化を進めるとともに、地

域での支え合い体制の

構築を進めるコミュニ

ティソーシャルワーカ

ーを配置して、地域へ効

果的な支援を行います。

日常生活圏域（３圏域）

ごとに、地域の課題を持

ち寄り、課題を共有し、

その解決に向けて動き

出す福祉のまちづくり

委員会の設置を検討し

ます。 

福 

61 
127 
135 
221 

 

- 

こまえ苑エリアでは令和

３年８月から、あいとぴあ

エリアでは令和４年１月

から福祉のまちづくり委

員会を組織し、こまえ正吉

苑エリアでは令和４年１

月から福祉のまちづくり

委員会の試行実施をし、定

例的に地域課題の討議を

行っている。 
福祉のまちづくり委員会

（こまえ苑エリア）の活動

として、災害時にスマート

フォンを使った情報入手

ができるよう「防災スマホ

教室」の自主開催をし、２

日間で延べ 59 名が参加し

た。 

 

令和４年度からこまえ正吉苑

エリアに福祉のまちづくり委

員会を組織する。各エリアの

課題を分析するため、福祉の

まちづくり委員会で実施する

地域アセスメントのテーマを

決定する。 
また、住民懇談会等により、

委員以外の視点を含めた課題

把握をしていく。 
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基本 
目標 

施策 Plan 
（主な事業内容（令和３年度） 

担当課 頁 指標 
Do 

（実行） 
Check 

（評価） 
Act 

（事業を実施するに当たっての課題及び改善点）  大 小 
２ ともに生きる豊かな地域づくり 

(3) 市民主体による地域生活課題の解決力強化の支援 
 

 
① 【拡充】地域づくりを進めるための人材育成と民間資源の確保の支援について

取り組みます。 
Ｂ 

 

ａ 

地域づくりにおける官

民協働を促進するため、

ソーシャル・ビジネスの

担い手となる人材を育

成するとともに、市民等

が主体的に地域生活課

題を解決するための財

源確保の手法としてク

ラウドファンディング

等の民間財源の確保に

向けた支援を引き続き

行います。 

福 72 - 

創業セミナー定員を超え

る 37 名が受講し、創業スク

ールでは13名が全5講座を

修了する等、地域における

新たな事業の担い手創出の

ための支援を実施した。 

 

今後も人材育成を進めてい

く。 

民間財団の補助金制度な

どを市内活動団体に情報

提供する等、財源確保支援

を実施した。 

民間財源の調査や情報共有を

市内活動団体と行い、財源確

保に努める。 

民間財源の確保に向けた

支援の検討を行った。 
引き続き、クラウドファンデ

ィング等の民間財源の確保に

向けた支援を検討していく。 
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基本 
目標 

施策 Plan 
（主な事業内容（令和３年度） 

担当課 頁 指標 
Do 

（実行） 
Check 

（評価） 
Act 

（事業を実施するに当たっての課題及び改善点）  大 小 
３ 安心・安全に暮らせるまちづくり 

(1) 防災・防犯体制の充実 
 ② 【拡充】災害時の福祉避難所の円滑な運営体制を整備します。 Ｄ  

 

ｂ 

災害対策基本法施行規

則（昭和 37 年総理府令

第 52 号）の改正及び「福

祉避難所の確保・運営ガ

イドライン」等の改定を

受けて、福祉避難所の確

保、運営体制等について

必要な見直しを行いま

す。 

福 
75 

136 
226 

- 

ガイドラインの改定内容

を踏まえ、狛江市内の福

祉・医療関係団体関係者に

ご協力いただきながら狛

江市避難行動要支援者支

援及び福祉避難所設置・運

営に関するプランの改定

について検討を行ったが、

狛江市避難行動要支援者

避難支援連絡協議会（以下

「協議会」という。）にお

ける協議には至らなかっ

た。 

 

令和５年度の「狛江市避難行

動要支援者支援及び福祉避難

所設置・運営に関するプラン

改定」に向けて早期にプラン

改定素案について協議会で協

議を行う。当該協議結果を踏

まえて、令和５年度から上位

計画である地域防災計画の改

定作業と連携を図りながら、

狛江市避難行動要支援者支援

及び福祉避難所設置・運営に

関するプラン改定に向けた検

討を引き続き行う。 

 

 

 



 

 



 

 

 

 

 

 

 

第２章 委員会からの意見シート 
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基本 
目標 

施策 
委員会からの意見 

大 小 
１ 多様な地域生活課題に応える包括的な支援の仕組みづくり 

(1) 新しい包括的な相談支援・サービス提供システムの構築 
 ① 【拡充】複雑化・複合化した

課題に対応できる包括的な

切れ目のない相談支援体制

の整備を進めます。 

重層的支援体制の整備に向けた市の積極的な取組みは大変評価できる。これからは、この

事業の仕組みや利用の仕方等を生活課題を抱える市民に向けて分かりやすく周知し、誰も

が利用しやすい仕組みとする工夫が必要である。 
重層的支援体制整備事業は、市役所内だけでなく、複数の関係機関が関わることとなる事

業のため、マニュアルを作成し共通理解を図ることは重要である。マニュアルの作成に当

たっては進捗管理評価にも活用できるような分かりやすいものを作成し、委員にも配布し

ていただきたい。 
地域共生社会の実現のために、いち早く市条例を改正した点は評価できる。 

(2) 新しい支援体制を支える環境整備 
 ① 【拡充】福祉の担い手となる

人材を確保し、育成・養成す

るための研修等を強化しま

す。 
 

福祉の担い手となる市民の確保・要請には、地域福祉への市民全体への一層の認識の進化

が欠かせない。そうした意味で、福祉の担い手となる人材確保のための講座や、研修の機

会を増やすとともに、年に２回程度は市民を広く対象とした地域福祉講演会や勉強会、市

民懇談会などの開催も大切ではないだろうか。このような選択肢を増やすことで、更に興

味を持ち、気軽に参加してみようと思う市民も増えていくのではないか。 
講座を通しての人材育成と活動場所の開拓は、バランスよく実施するようにお願いしたい。

どちらかが先行しないよう、関係機関間の事前調整を実施して欲しい。 
本計画において「福祉の担い手」をどのように捉えるのか再考を要するように思われる。「交

流」や「体験」が福祉に触れる第一歩であることは間違いないが、「見守り合い」や「支え

合い」等の具体的な活動を伴って初めて、市民を「福祉の担い手」と呼びうるのではない

だろうか。「気軽さ」から一歩踏み込み、福祉の担い手としての具体的な活動に取り組む市

民を育成するための工夫が、本施策で求められているのだと考える。 
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基本 
目標 

施策 
委員会からの意見 

大 小 
１ 多様な地域生活課題に応える包括的な支援の仕組みづくり 

(1) 新しい包括的な相談支援・サービス提供システムの構築 
② 【拡充】コーディネート人材

を確保し、コーディネート機

能の強化を図ります。 
 

「各エリアの地域診断」という言い方を、「各エリアの地域アセスメント」と言い換えるの

が望ましい。地域の欠点を「診断」するのではなく、そのエリアの強み、特徴、社会資源、

課題などに「アセスメント」して体型的にまとめて「見える化」してこそ、コーディネー

ト機能の強化が図られるものと考える。 
福祉のまちづくり委員会の活動と合わせて、コーディネーターの技量アップのための方策

も考えていくことが必要である。 
地域の困りごとをコミュニティーソーシャルワーカーへつなぐ仕組みづくりも大切だが、

地域住民が地域づくりに自発的に関与したくなるような意識づくりも重要と考える。 
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基本 
目標 

施策 
委員会からの意見 

大 小 
２ ともに生きる豊かな地域づくり 
 (3) 市民主体による地域生活課題の解決力強化の支援 
  ① 【拡充】地域づくりを進める

ための人材育成と民間資源

の確保の支援について取り

組みます。 
 

今後の委員会で、創業スクールを終了された 13 名の方のその後や、アフターケアについて

の報告をお願いしたい。また、支援の検討の内容や結果についても報告をお願いしたい。 
創業セミナー、創業スクールについては、福祉分野に特化した講座の開講も検討の余地が

あるのではないか。 
市民活動団体への働きかけも重要であるが、対象が限られるため、新たな関係者を増やす

取組みを重視していただきたい。 
一時的な情報提供だけでなく、ソーシャル・ビジネスに取り組む人材への伴走的な支援が

可能となるよう、担当課と市民活動支援センター等との連携や役割分担が求められる。 
民間財源の確保に向けた支援については、既にクラウドファンディングの研修も全国的に

は実施されており、単に「支援を検討していく」だけではなく、その手法を学ぶことので

きる研修への参加に向けて情報提供と研修費用助成などを具体化すべきである。 
営利追求型ではない、福祉分野のソーシャル・ビジネスの持続的な財源確保には、事業収

入、官民の補助金、市民の寄付金等、収入源の複層化が必要であると考えられる。本施策

においても、民間財源の情報収集と情報提供にとどまらず、地域密着型のビジネスが事業

収入を得やすい地域循環型経済の仕組みづくり、市民の寄附文化の醸成等も課題として把

握されることが望ましい。 
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基本 
目標 

施策 
委員会からの意見 

大 小 
３ 安心・安全に暮らせるまちづくり 

(1) 防災・防犯体制の充実 
 ② 【拡充】災害時の福祉避難所

の円滑な運営体制を整備し

ます。 

毎年繰り返される異常気象による災害のみならず、首都直下型地震の被害想定も最近の研

究成果で明らかになる中で、この課題は喫緊のものである。早急に「協議会」での協議を

行っていただきたい。また、準備を含め直ぐに取り組めることがあるのであれば、見直し

と同時進行で取り組んでいただきたい。 
定期的な防災訓練への参加とプラン改定を並行して進めるのは大変なことだと認識してい

る。訓練の振り返りをプラン改定に活かしていただきたい。 
特に水害時の避難体制について、もう少し具体的に検討する必要がある。 
地域の一般避難所と福祉避難所の連携について考える必要がある。 
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